
  

 
  

 
 

 
 
 
 

会社法施行後の減資 

Ｑ：当社では、資本金の減資を検討してい

ます。会社法施行前と後ではどう違いますか、

また、いくらまで減資することができます

か？ 

 

Ａ：会社法施行後の方が減資できる金額が

多くなります。また、資本金は０円にするこ

とも可能と解釈されていますので、理論的に

は０円になるまで減資することが認められま

す。 

【解説】 

現行商法では、最低資本金(株式会社は

1,000万円、有限会社は300万円)を超える金額

の範囲でしか資本金を減少することができま

せん。また、減少できる準備金の額も資本準

備金及び利益準備金の額の合計額から資本金

の４分の１相当額を控除した金額が限度とさ

れています。 

これに対して、会社法施行後は、最低資本

金制度や準備金の取崩規制が撤廃されますの

で、資本金及び準備金の全額を減資の対象と

することができますので、施行後の方が多く

減資することができます。 

また、会社法では、減資する額について「資

本金、準備金の減少する額は効力発生日にお

ける資本金、準備金の額を超えてはならない」

と定められているにすぎませんので、資本金

を０円にすることは可能であると解釈されて

います。 

したがって、会社法の施行後であれば、理

論的には資本金を０円にするまで減資するこ

とができることとなります 
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